
収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 収 益 2,787,064

１. 営 業 収 益 2,457,101

１. 給 水 収 益 2,349,832 水道料金

２. そ の 他 営 業 収 益 107,269 加入金・手数料及び一般会計からの消火栓維持管理費負担金

２. 営 業 外 収 益 329,963

１.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

1,293 預金利息

３. 長 期 前 受 金 戻 入 130,621 補助金等により取得した資産の減価償却費相当分の収益化

４. 雑 収 益 141 証明書発行手数料等

５. 消 費 税 還 付 金 50,000 消費税還付金

収 益 的 収 入

款 項 目 予定額

 及 び 支 出

                                                     平成２９年度　神栖市水道事業会計予算実施計画

２.他　会　計　補　助　金 147,908 一般会計からの営業助成金



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 費 用 2,627,242

１. 営 業 費 用 2,545,589

１. 受 水 費 1,446,399 茨城県からの供給を受ける受水に要する費用

２. 配 水 及 び 給 水 費 226,166 配水場の維持管理及び配水管の漏水修理等に要する費用

４. 総 係 費 126,073 職員の人件費及び事業活動全般に要する費用

５. 原 水 及 び 浄 水 費 14 送水設備に係る土地賃借料

６. 減 価 償 却 費 542,693 固定資産の減価償却費

７. 資 産 減 耗 費 31,052 固定資産除却費及びたな卸資産減耗費等

２. 営 業 外 費 用 80,653

３. 予 備 費 1,000

１. 予 備 費 1,000

款 項 目 予定額

３. 業 務 費 173,192 使用量の検針及び料金収納等の業務委託及び検満による量水器取替え手数料等に要する費用

１. 支　　払　　利　　息 80,553 企業債の利息に要する費用

２. 雑　　　　支　　　　出 100 支払利息及び消費税以外の営業外費用



収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 収 入 1,340,296

１. 企 業 債 325,400

１. 企 業 債 325,400 建設改良費に対する企業債

２. 出 資 金 966,148

１. 出 資 金 966,148 配水管布設拡張及び配水場更新整備費等の建設改良費に対する一般会計からの出資金

３．負 担 金 13,338

１. 負 担 金 13,338 消火栓設置工事費に対する一般会計からの負担金

４．国 庫 支 出 金 35,410

１. 国 庫 補 助 金 35,410 配水管布設拡張及び配水場更新整備費等の建設改良費に対する国庫補助金

資 本 的 収 入

款 項 目 予定額

 及 び 支 出



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 支 出 1,929,188

１. 建 設 改 良 費 1,705,980

１. 配 水 施 設 拡 張 費 283,101 配水管布設拡張整備費等に要する費用

２. 設 備 改 良 費 16,200 配水施設の改良工事に要する費用

３. 知手配水場建設改良費 1,406,679 知手配水場更新工事に伴う費用

２．資 産 購 入 費 7,327

１. 固 定 資 産 購 入 費 7,327 量水器及び車両運搬具の購入に要する費用

３. 償 還 金 215,881

1 企 業 債 償 還 金 215,881 企業債の元金償還に要する費用

款 項 目 予定額



（単位　千円）

Ⅰ
当年度純利益 67,714
減価償却費 542,693
貸倒引当金の増減額（△は減尐） 6,273
賞与引当金の増減額（△は減尐） 228
長期前受金戻入額 △ 130,623
受取利息等 △ 1,293
支払利息 80,552
固定資産除却費 8,695
未収金の増減額（△は増加） △ 16,684
未払金の増減額（△は減尐） 3,943
　　　小計 561,498
利息等の受取額 1,293
利息の支払額 △ 80,552
業務活動によるキャッシュ・フロー 482,239

Ⅱ
有形固定資産の取得による支出 △ 1,586,723
工事負担金による収入 13,338
国庫補助金等による収入 35,410
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,537,975

Ⅲ
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 325,400
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 215,881
他会計からの出資による収入 966,148
財務活動によるキャッシュ・フロー 1,075,667

19,931
1,540,657
1,560,588

資金期首残高
資金期末残高

平成２９年度神栖市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減尐額）



企業債 出資金 国庫補助金
損益勘定
留保資金

27 430,920 143,600 262,389 10,924 14,007 430,920 430,920 12.7

28 1,612,797 295,600 992,127 29,299 295,771 1,612,797 1,612,797 47.4

29 1,355,292 250,500 838,710 15,410 250,672 1,355,292 1,355,292 39.9

計 3,399,009 689,700 2,093,226 55,633 560,450 430,920 1,612,797 1,355,292 3,399,009 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　継　続　費　に　関　す　る　調　書

（単位　千円）

款 項 事業名

全　体　計　画

前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払
義務発生
(見込)額

当該年度支
払義務発生

予定額

当該年度末ま
での支払義務
発生予定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率（％）年度 年割額

左の財源内訳

１資本
的支出

１建設
改良費

知手配水場
更新事業



（単位　千円）

左　の　財
源　内　訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 水道事業収益

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

上下水道料金
徴収業務委託

610,469
平成 30 年度から
平成 34 年度まで

610,469 610,469



（単位　千円）

(1)

イ 40,201

ロ 359,228

△ 89,719 269,509

ハ 22,477,643

△ 8,420,718 14,056,925

ニ 2,541,976

△ 1,155,970 1,386,006

ホ 8,048

△ 4,357 3,691

ヘ 3,624

△ 3,051 573

15,756,905

(2)

イ 299

299

15,757,204

(1) 1,560,588

(2) 536,677

△ 84,786 451,891

(3) 19,197

2,031,676

17,788,880

(1)

イ 4,220,257

ロ 76,570

4,296,827

4,296,827

(1)

イ 213,544

ロ 3,644

217,188

平成２９年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計



(2) 121,790

(3)

イ 7,424

7,424

(4) 59,148

405,550

(1)

イ 690,409

△ 331,678 358,731

ロ 1,955,090

△ 470,845 1,484,245

ハ 2,105,554

△ 1,026,513 1,079,041

ニ 254,444

△ 215,463 38,981

ホ 225,616

△ 199,813 25,803

2,986,801

2,986,801

7,689,178

(1)

イ 8,657,080

ロ 851,952

ハ 5,748

9,514,780

9,514,780

(1)

イ 333

333

(2)

イ 227,048

ロ 357,541

584,589

584,922

10,099,702

17,788,880

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 支 出 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 付 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

自 己 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

固 有 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



（単位　千円）

1 営　　　 業　　　 収　　　 益

2,164,390

94,502 2,258,892

2 営　　　 業　　　 費　　　　用

1,296,006

175,403

165,551

131,609

14

541,787

275 2,310,645

51,753

3 営     業     外     収     益

997

145,782

129,991

1,197 277,967

4 営     業     外     費     用

89,331

93 89,424 188,543

136,790

136,790

153,037

289,827

平成２８年度　神栖市水道事業予定損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日）

（１） 給 水 収 益

（２） そ の 他 営 業 収 益

（１） 受 水 費

（２） 配 水 及 び 給 水 費

（３） 業 務 費

（４） 総 係 費

（５） 原 水 及 び 浄 水 費

（６） 減 価 償 却 費

（７） 資 産 減 耗 費

営 業 損 失

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２） 他 会 計 補 助 金

（３） 長 期 前 受 金 戻 入

（４） 雑 収 益

（１） 支 払 利 息

（２） 雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



（単位　千円）

(1)

イ 40,201

ロ 359,228

△ 84,449 274,779

ハ 19,798,677

△ 8,019,104 11,779,573

ニ 1,806,686

△ 1,074,101 732,585

ホ 7,662

△ 6,291 1,371

ヘ 3,624

△ 2,892 732

ト 1,892,330

14,721,571

(2)

イ 299

299

14,721,870

(1) 1,540,657

(2) 519,992

△ 78,512 441,480

(3) 19,197

2,001,334

16,723,204

(1)

イ 4,108,400

ロ 80,214

4,188,614

4,188,614

(1)

イ 212,295

ロ 3,586

215,881

平成２８年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（平成２９年３月３１日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計



(2) 117,847

(3)

イ 7,196

7,196

(4) 59,148

400,072

(1)

イ 677,071

△ 315,928 361,143

ロ 1,880,266

△ 412,314 1,467,952

ハ 2,105,554

△ 982,304 1,123,250

ニ 264,547

△ 220,266 44,281

ホ 226,539

△ 193,902 32,637

ヘ 39,414

3,068,677

3,068,677

7,657,363

(1)

イ 7,690,933

ロ 851,952

ハ 5,748

8,548,633

8,548,633

(1)

イ 333

333

(2)

イ 227,048

ロ 289,827

516,875

517,208

9,065,841

16,723,204

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 支 出 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 寄 付 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

建設仮勘定長期前受金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

自 己 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

固 有 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

7 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

平成２９年度会計に関する注記表

重要な会計方針
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法
(2) 有形固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法
主な耐用年数
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品

(3) 引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
ウ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に
おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

エ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上
している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表に関する注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

平成２９年６月に，平成２８年１２月分から平成２９年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給することになるため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩す。



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

３.

平成２８年度会計に関する注記表

重要な会計方針
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法
(2) 有形固定資産の減価償却の方法

減価償却の方法
主な耐用年数
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品

(3) 引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
ウ 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に
おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

エ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上
している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表に関する注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

平成２８年６月に，平成２７年１２月分から平成２８年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給したため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩した。
リース契約により使用する固定資産
リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。



１.　総　　　括

給　　与　　費　 明　　細　　書

（単位：　千円，人）

区　　分
職　員　数 　給 　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

本年度

損益勘定支弁職員 14 48,683

合　　　　計 14 48,683

42,618 91,301 15,738 107,039

資本勘定支弁職員

42,618 91,301 15,738 107,039

前年度

損益勘定支弁職員 15 51,609

合　　　　計 15 51,609

42,290 93,899 15,774 109,673

資本勘定支弁職員

42,290 93,899 15,774 109,673

比　較

損益勘定支弁職員 △ 1 △ 2,926

合　　　　計 △ 1 △ 2,926

328 △ 2,598 △ 36 △ 2,634

資本勘定支弁職員

328 △ 2,598 △ 36 △ 2,634

（単位　千円）

手

当

の

内

訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

期末手当 勤勉手当
退職手当
負 担 金

児童手当 合　　計

本　年　度 1,236 3,086 624 2,483 4,125 1,500 11,818 8,000 9,006 740

△ 493

42,618

前　年　度 973 3,273 108 3,180 3,715 1,993 11,967

比　　　較 263 △ 187 516 △ 697 410 △ 149 382 83 200 328

8,923 540 42,2907,618



２.　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　　　　分 説　　　明

895

△ 3,821

328

３.　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　　　　　分

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）初任給

増　減　事　由　別　内　訳（千円）増　減　額（千円） 備　　考

給　　　　　料 △ 2,926

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 分

そ の 他 の 増 減 分

職 員 手 当 328

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

一般行政職

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 294,514

平 均 給 与 月 額 356,092

平 均 年 齢 38歳10月

146,100

平成２８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 282,734

平 均 給 与 月 額 328,200

平 均 年 齢 35歳9月

大　　学　　卒 184,800 178,200

区　　　　分 一　般　行　政　職（円）
国 　の　 制　 度

一　般　行　政　職 （円）

高　　校　　卒 150,500



（３）級別職員数

構成比（％）

1 級 2 14.3

2 級 2 14.3

3 級 6 42.9

4 級 3 21.4

5 級 1 7.1

6 級

7 級

14 100.0

1 級 2 14.3

2 級 2 14.3

3 級 7 50.0

4 級 2 14.3

5 級 1 7.1

6 級

7 級

14 100.0

平成２８年１月１日現在

計

区　　　　分

一　般　行　政　職

級 職員数（人）

平成２９年１月１日現在

計



一

般

行

政

職

（級別の標準的な職務内容）

区　分 職務の級 標　準　職　務

１　級
１　主事の職務

２　主事補の職務

２　級 １　主事の職務

３　級
１　係長の職務

２　主幹の職務

４　級

１　課長補佐の職務

２　主査の職務

３　高度の知識，経験を必要とする係長等の職務

５　級
１　課長の職務

２　副参事の職務

６　級
１　次長の職務

２　参事の職務

７　級
１　部長の職務

２　上席参事の職務



（４）昇給

合　　　計 一般行政職

　　職　　員　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人） 14 14

　　昇給に係る職員数　　 　 　　（Ｂ）（人） 13 13

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

92.9 92.9

　　　職　　員　　数　　　　　　　　（Ａ）（人） 15 15

　　　昇給に係る職員数　　　　　（Ｂ）（人） 14 14

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

93.0 93.0

区　　　　　　　　　分

本年度

号給数別内訳

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）

前年度

号給数別内訳

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）



（５）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月（月分） 12月（月分） （ 月 計 ）

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度

（月分）

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

国　 の　 制　 度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59

（７）地域手当

　支給対象地域

　支給率　 （％）

　支給対象職員数　　　　　　　　　　（人）

（８）その他の手当

同

同

異

区 分
支給期別支給率

備　　　　　　　　考

本 年 度 2.075 2.225 4.30 役職別加算　　　　有

前 年 度 2.025 2.175 4.20 役職別加算　　　　有

国 の 制 度 2.075 2.225 4.30 役職別加算　　　　有

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算）

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

市内全域

6.0

14

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当
２キロメートル未満の自動車等使用者に２，３００円支給
２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

　国の指定基準に基づく支給率　　 （％） 6.0


